
総合研究報告 

研究代表者 近藤 久禎 

（国立病院機構災害医療センター 政策医療企画研究室長） 

1



平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

(総合)研究報告書 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における原因究明や医療対応の向上に資する基盤構築 
に関する研究」 

課題番号(H28-建危-一般-009) 

研究代表者 近藤久禎 

国立病院機構災害医療センター 

研究代表者 
近藤久禎 国立病院機構災害医療センター 

臨床研究部 
政策医療企画研究室長 

研究分担者 
明石真言 国立研究開発法人量子科学技術

研究開発機構・本部放射線緊急
時支援センター・センター長 

金谷泰宏 国立保健医療科学院・健康危機
管理研究部・部長 

木下 学 防衛医科大学校・免疫微生物学
講座・准教授 

齋藤大蔵 防衛医科大学校・防衛医学研究
センター・外傷研究部門・教授

嶋津岳士 大阪大学・大学院医学系研究科・
教授 

竹島茂人 自衛隊中央病院・診療科・総合診
療科部長 

高橋礼子 国立病院機構災害医療センター・
臨床研究部・客員研究員 

Ａ．研究目的 

現在、わが国は、2020 年東京オリンピック・パラリ

ンピックを控え、また近年の国際状況を背景に、

CBRNE を用いた災害、テロの脅威がある。このリス

ク増大の中で、厚生労働省の健康危機管理・テロリ

ズム対策の強化は喫緊の課題である。そこで、本

研究は、国内外のネットワークを確立し、そのネット

ワークを通じて国内外の最新の指針・ガイドライン、

関連する技術開発の動向等の知見を集約し、ま

た、国内外の事例を収集、分析し、本邦の対応体

制の脆弱性を評価する。その結果を、厚生労働省

に提示し、厚生労働省の健康危機管理・テロリズム

対策の強化に資することを目的とする。 

平成 25 年度から平成 27 年度まで実施した厚

生労働科学研究費補助金「健康危機管理・テロリ

ズム対策に資する情報共有基盤の整備に関する

研究」においては、国内外の知見、事例の集約と

分析は行われたが、厚生労働省国民保護計画へ

の反映については今後の課題とされてきた。そこ

で、本研究においては成果を、厚生労働省国民保
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護計画を改定する際の基礎資料とすべく政策提言

することを目的とする。 

一方、CBRNE テロ災害への世界的な健康危機

管理の準備と対応に係るネットワークとして各国保

健担当閣僚レベルの会合である世界健康安全保

障イニシアティブ: GHSI がある。本会合は、G7、メ

キシコ、EU、WHO が参加している。この閣僚級会

合の下に、局長クラスの作業グループ(世界健康安

全保障行動グループ: GHSAG)が置かれている。こ

の GHSAG の下、化学テロ等の作業部会が設置さ

れ、技術的な検討作業や情報交換を行っている。

日本は地下鉄サリン事件の経験もあり、化学テロ作

業部会の議長役を引き受けている。また、その他放

射線テロに関する作業部会もおかれている。これら

の作業部会においては各国の専門家がそれぞれ

の国における知見を持ち寄り、それぞれの分野に

おける課題および国際協力のあり方について検討

されている。 

本研究班は、本邦における CBRNE 災害の専門

家により構成され、国際的なネットワークとして G7

＋メキシコの保健担当閣僚会合を基とした世界健

康危機行動グループ（GHSAG）を活用すること、国

内のネットワークとして CBRNE の専門家会合を開

催することが特色である。 

本研究の結果、CBRNE テロ災害に関する海外か

らの情報が集約される。また、国内のネットワークか

ら CBRNE テロに係わる国内の準備状況、脆弱性

が明らかとなるものと考えられる。また、CBARNE を

用いた災害、テロの事例、また、そのような災害、テ

ロへ応用可能な災害事例を分析することを通じて、

対応の脆弱性がより一層鮮明化される。このよう

な、最新の知見の集約は、厚生労働省の健康危機

管理の情報基盤となり、その機能強化につながるも

のと考えられる。また、その情報基盤を基に、厚生

労働省国民保護計画と比較・分析し、厚生労働省

国民保護訓練の企画、及び国民保護計画を改定

する際の基礎資料がまとめられ、行政の改訂のた

めの資料となる。このような本研究の成果に基づい

た、厚生労働省国民保護計画の改定などの厚生

労働省の健康危機管理の機能強化は、日本国民

の安全に資するものとなる。また、この知見が、

GHSAG を通じて世界において情報共有されること

を通じて、世界の健康危機対応体制の進展に資す

るものとなる。 

Ｂ．研究方法 

⚫ CBRNE 災害に対する国際的な動向にかかわ

る研究

➢ 健康危機管理・テロリズム対策諸外国の指

針・ガイドライン、関連する技術の開発の動

向等の国際的な情報を同定・収集・分析・提

供する。特に保健省だけではなく、健康危機

事態対応関係機関との横断的な対応策に

つての情報も分析し、提供する。

➢ 放射線の分野は明石研究分担者、化学剤

の分野は嶋津研究分担者、生物剤について

は木下研究分担者、爆弾テロについては齋

藤研究分担者が担当する。

➢ 諸外国の国防および危機管理部局の関係

者が集まる軍健康システム情報研究シンポ

ジウム（米軍事医学会議） Military Health

System Research Symposium (MHSRS)（米

国防総省主催）における意見交換は、国際

的な動向や新たな知見を得る場として活用

を図る。

➢ G7＋メキシコの枠組みで行われている世界

健康危機行動グループ（GHSAG）の閣僚会

合、局長会合、化学テロ作業部会、放射線

テロ作業部会、リスク管理・コミュニケーション

グループを通じて、先進国における健康危

機管理・テロリズム対策の状況を把握する。 

➢ これらの分野については、情報が得られ次

第金谷分担研究者より厚生労働省健康危機

管理調整会議に資料として提出し、行政側

へのインプットを行う。

➢ GHSAG 化学テロ作業部会、放射線テロ作

業部会における課題について、日本での知

見をまとめ、国際的に発信する。
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⚫ CBRNE テロ、災害に対する国内ネットワークに

かかわる研究

➢ 内閣官房が把握する国内の CBRNE 関係の

専門家リストを基に、専門家ネットワーク構築

を継続して行う。近藤研究代表者、高橋研

究分担者が担当する。

➢ CBRNE 関係の専門家の会合を、年 2～3 回

程度に実施する。

➢ 国内における最新の知見を収集するととも

に、本研究の成果より得られた海外などの最

新の知見をこのネットワークを通じて共有す

る。

➢ 国内の最新の知見の収集から、CBRNE 災

害に対する体制の課題、脆弱性を明らかに

する。

⚫ CBRNE テロ、災害の事例に関する研究

➢ 国内外における CBRNE テロ、災害の事例

を収集、分析し、その対応における課題と改

善点を明らかとする。近藤研究代表者、高橋

研究分担者が担当する。

➢ 1 年目はパリ・ベルギー同時多発テロの事例

を検証し、国内事例に応用可能な教訓を整

理する。研究期間中に新たな事例が生じた

場合、適宜、これらの事例についても調査、

研究を行う。次年度は、伊勢志摩サミットへ

の対応から、準備可能なイベント等における

対応に応用可能な教訓を整理するとともに、

準備できないイベントに対する応用可能な

教訓も整理する。最終年度は、これらの

CBRNE テロ、災害の事例から得られた教訓

を整理し、わが国の健康危機管理体制の脆

弱性、改善点を明らかとする。

⚫ 厚生労働省国民保護計画の課題と対応に関

する研究

➢ 国際的な動向、国内ネットワーク、事例研究

などから明らかとなった。わが国の健康危機

管理体制の脆弱性、課題と現行の厚生労働

省国民保護計画を比較することで、その改

善点を明らかとする。近藤研究代表者、金谷

研究分担者、が担当する。

➢ 1 年目は、従来行われてきた国民保護訓練

などの所見を踏まえ、現行の厚生労働省国

民保護計画の課題を検討した。2 年目は、

健康危機事態対応関係機関との横断的対

応方法の視点、国際的な動向、国内ネットワ

ーク、事例研究、文献検索など他の分担研

究で得られた成果を踏まえ、緊急度順に整

備すべき問題点、課題を分かりやすくまと

め、国民保護計画改善点の素案をできる限

り早い段階でまとめ厚労省へ報告した。3 年

目は、国際的な動向、国内ネットワーク、事

例研究など他の分担研究で得られた新たな

知見を加え、国民保護訓練の企画、及び国

民保護計画改善点の素案を精緻化し、改善

点をまとめ、行政の改定のための基礎資料

を作成する。

（倫理面への配慮） 

本研究においては特定の個人、実験動物などを

対象とした研究は行わないため倫理的問題を生じ

ることは少ないと考えられる。しかし、研究の過程お

いて各機関、それに所属する職員等の関与が生じ

る可能性があるため、人権擁護上十分配慮すると

共に、必要であれば対象者に対する説明と理解を

得るよう努める。 

Ｃ．研究結果 

⚫ CBRNE 災害に対する国際的な動向にかかわ

る研究

木下分担研究者は、1 年目に米国国防総省が

主催する軍健康システム研究シンポジウム

（Military Health System Research Symposium; 

MHSRS 2016）、2 年目に米国国防危機削減庁の

主催する生物化学防護に関する科学技術会議

(CBD S&T)に参加し、本学会で提示された情報の

取得や米軍医療関係者との情報交換によって、

CBRNE テロや新興感染症への対策等の健康危機

管理に関する最新の動向と情報共有基盤の整備

を行った。最終年度は、ドイツ連邦軍医大学校の

関連研究機関である薬理学・毒物学研究所、微生
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物学研究所、および放射線生物学研究所を訪問

し、研究交流と CBRN 脅威に関する情報共有を行

った。また、米軍健康システム研究シンポジウ

ム（軍事医学会）に参加し、米国内における

CBRN Defense が大きく変貌することが予想

されることなどがわかった。 

齋藤分担研究者は、1 年目に爆傷医学研究が

実施されてきたウオーターリード陸軍研究所（ワシ

ントンＤＣ郊外）、およびニュージャージー工科大

学（ニューアーク市）等の施設見学を行い、空気圧

隔差に基づいた大型の衝撃波発生装置（ブラスト

チューブ）を視察し、情報を収集を行った。2 年目

は米国保健医科大学(USU)、カナダ・ エドモントン

市アルバータ大学、さらにカナダ・メディシンハット

市の国防開発研究所を訪問し爆弾テロの有識者

および研究者と意見交換を行った。初年度から継

続してインターネットからの情報を収集するととも

に、最終年度は「日米爆傷フォーラム 2018」を開催

し、爆傷医学に関する意見交換を米軍等と行っ

て、学術的な知見を得た。また、米国のテキサス州

サンアントニオ市にある米軍施設を訪問し、爆傷を

含めた戦傷学に関する意見交換を行い知見を得

た。 

嶋津研究分担者は、世界健康安全保障イニシア

ティブ（Global Health Security Initiative: GHSI）の

化学イベントワーキンググループ(Chemical Events 

Working Group：CEWG）の活動を通じて情報収集

と発信を行った。1 年目は、対面での会議（face-

to-face meeting）が年に 2 回、また、電話による会

議（tele-conference）として年に 4 回が開催され

た。対面会議は 10 月 31 日～11 月 1 日 にワシン

トン DC（米国）で開催された。日本からはリエゾン

オフィサーである厚生科学課、健康危機管理・災

害対策室、国際健康危機管理調整官、吉本雅世

氏が参加した。会議では化学剤の長期予後の検討

が課題となり、NIH の Jett 氏よりサリンの長期的な

神経学的な影響に関するシステマティックレビュー

を実施中であることが紹介され、日本からの情報発

信が求められた。2 年目は対面会議が年に 1 回、

また、電話による会議を 4 回開催した。対面会議は

2017 年 11 月 19 日～11 月 21 日 に大阪で開催

し、近年、化学剤（特に神経剤）曝露後の長期予後

が注目されており、日本が経験したサリン曝露患者

の長期予後に関する要望に応えるためにシンポジ

ウム「サリン暴露後の長期予後について」を企画し

た。また、2020 年東京オリンピック・パラリンピックに

備え「医療チーム（DMAT・救急隊等）の CBRNE

教育について」のシンポジウムを企画し、内外の研

究者や医師らによる発表と討論を行った。医療チ

ームの CBRNE 教育については、共通の課題とし

て迅速・効率的なトリアージ、除染の適応と方法、

解毒薬等の使用、e-learning を含む教育のための

方法論などが討議された。最終年度は、対面での

会議とワークショップが年に 1 回、また、電話による

会議（tele-conference）として年に 4 回が開催され

た。対面会議は 11 月 8 日に、またそれに先立って

ワークショップ(WS)が 11 月 6 日～11 月 7 日 に

Boston で開催された。この WS のテーマは Health 

Security WS on Mass Casualties from the 

deliberate Release of Opioids というもので、麻薬

系薬剤（Opioid）が人為的に散布されて多数の傷

病者（mass casualty）が発生した場合を想定した健

康危機管理について討論がなされた。また、

Opioid は 2002 年のモスクワ劇場占拠事件の際に

化学兵器として使用された実例もあり、化学テロの

新たな脅威として近年注目されている。WS では

2018 年 3 月に英国 Salisbury で発生した新しい化

学剤 Novichok による事件からの教訓についても

共有された。 

 金谷分担研究者は、1 年目に NCT Singapore 

SISPAT, CBRNe Asia and eXplosive Asia（シンガ

ポール毒性物質防護国際会議）へ参加し、毒性物

質に対する防護についての国際的知見の情報を

収集した。 

 明石分担研究者、及び、富永研究協力者は、国

際原子力機関（IAEA）や世界保健機関（WHO）等

の国際機関、あるいは諸外国から示されている放

射線災害・テロリズムに関連する指針、ガイドライ

ン、マニュアル等の情報についてインターネット等

を通じて収集し、平成 28 年度から平成 30 年度の
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国内外で実施される放射線緊急事態および緊急

被ばく医療に関するワークショップ、研修、演習、

訓練等での情報の取得、参加者等との情報交換に

よって、放射線および放射性物質による緊急事

態、テロリズムの対策に関連する情報、技術の開発

の動向等を同定、収集、分析、提供を行った。 

⚫ CBRNE テロ、災害に対する国内ネットワークに

かかわる研究

国内に関しては、内閣官房が把握する CBRNE

関係の専門家、救急災害医療、救助の実務者、行

政関係者からなるネットワークを構築した。高橋分

担研究者がこのネットワークの実効性を確保し、情

報交換、共有を目的とした会合を以下のように開催

した。 

【平成 28 年度】 

⚫ 第 1 回会合 参加者：52 名

テーマ：サミット・国際会議への対応

日時：平成 28 年 10 月 21 日 

【プログラム】 

➢ 伊勢志摩サミットにおける医療対応の実際

と課題

➢ G7伊勢志摩サミットにおける医療体制につ

いて

➢ G7大臣会合における生物テロ対策として

のサーベイランスこれまでの研究をふまえ

て

⚫ 第 2 回会合 参加者：41 名

テーマ：テロリズム・国際動向

日時：平成 28 年 2 月 1 日 

午後 14 時～17 時 

【プログラム】 

➢ 生物テロ対策：公衆衛生とセキュリティー部

門の連携

➢ 衛生部門から見た国防脅威削減庁

(DTRA)および国防総省におけるCBRN対

策の動向とアジア太平洋戦略

➢ パリ・ベルギー同時多発テロへの医療対応

についての調査結果について

【平成 29 年度】 

⚫ 第 1 回会合 参加者：48 名

日時：平成 29 年 9 月 21 日

【プログラム】

➢ 大洗の被ばく事故について

➢ 2020東京オリンピック・パラリンピックに向け

てCBRNE テロの多機関連携を考える －

サミット医療、災害医療の発展を踏まえて

－ 

➢ 爆弾テロに対する医療対応について ─

課題と提案─

➢ 化学テロ時の救助・救出について

⚫ 第 2 回会合 参加者：47 名

日時：平成 30 年 2 月 22 日

【プログラム】

➢ 北朝鮮情勢の見通しと日本の事態対処面

での課題

➢ 原子力災害等（RNテロ含む）についての原

子力規制委員会の取組

➢ 原子力災害時の医療体制について

➢ イスラエルにおけるテロ対応について

【平成 30 年度】 

⚫ 第 1 回会合 参加者：45 名

日時：平成 30 年 12 月 12 日

【プログラム】

➢ 英国の2012年ロンドンオリ・パラにおける公

衆衛生におけるCBRN対策について

➢ 「東京オリンピック・パラリンピック2020まで1

年半、病院は準備できているか？

➢ ─大量殺傷型テロをテーマに─」

➢ 『ノビチョク』に関する知見について

➢ GHSAG Chemical Working Group

Workshop 報告

⚫ 第 2 回会合 参加者：33 名

日時：平成 31 年 3 月 13 日

【プログラム】

➢ 生物テロ図上演習を踏まえた関係機関間

の連携体制上の現状と課題

➢ 大阪G20サミットの概要と特色：都市で行わ

れる国際会議等における医療提供体制の

構築
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➢ Mass Gathering 医療の本質を考える  

対象と対処 

 

⚫ CBRNE テロ、災害の事例に関する研究 

国内外における CBRNE テロ、災害の事例を収

集、分析するため、1 年目は、平成 27 年 3 月に発

生したパリ同時多発テロ、及び平成 28 年 3 月にベ

ルギーで発生した同時多発テロについて、フランス

は French Society of Disaster Medicine を訪問し、

情報を収集し、ベルギーは、ベルギー政府の

Federal Public Service（HEALTH,FOOD CHAIN 

SAFETY AND ENVIRONMENT）と空港のある医療

圏を管轄する救急指令センター（HC112VBR）空港

直近病院である Queen Astrid 軍病院を訪問し聞

き取り調査を行った。竹島分担研究者は、市販の

書籍、インターネット上の情報、陸上自衛隊内の教

育内容から、必要で信頼できる情報を抜粋し、ＣＢ

ＲＮＥで使用される爆弾テロに注目し、爆弾そのも

のによって引き起こされる身体損傷について取り纏

めた。 

2 年目は、明石分担研究者が、放射線分野に関

係する国内外の指針、ガイドラン、関連する技術開

発の動向等の情報を同定、収集、分析するととも

に、平成 29 年 6 月 6 日に茨城県大洗町で起きた

プルトニウム等による体内被ばく事故の事例を解析

し、対応の課題点を明らかにした。 

竹島分担研究者は、イスラエルにおけるテロ対

策について、イスラエル担当省庁等を訪問し情報・

知見を収集し、意見交換を行った。 

明石分担研究者は、3 年目に放射線分野にお

ける事故やテロ対応に関係する国内外の指針、ガ

イドラン、関連する技術の開発の動向等の情報を

同定、収集、分析し前年の茨城県大洗町で起きた

プルトニウム等による体内被ばく事故の事例を国際

誌にて情報を国際発信した。 

竹島分担研究者は日本が過去に経験したＮＢＣ

災害と対テロ先進国であるイスラエルのテロ対応か

ら、日本が行うべき現場におけるテロ対応を模索し

た。 

 

⚫ 厚生労働省国民保護計画の課題と対応に関

する研究 

初年度は、高橋分担研究者が厚生労働省より発

出された東日本大震災及び熊本地震に関する通

知・事務連絡等を収集・比較・分析し、健康危機管

理体制の脆弱性・課題抽出のための参考資料を作

成した。 

金谷分担研究者は国際的な動向、国内ネットワ

ーク、事例研究などから明らかとなったわが国の健

康危機管理体制の脆弱性、課題と現行の厚生労

働省国民保護計画を比較し、その改善点を明らか

にした。従来行われてきた国民保護訓練などの所

見を踏まえ、現行の厚生労働省国民保護計画の

課題を明らかとし、国際的な動向、国内ネットワー

ク、事例研究など成果を踏まえ、国民保護計画改

善点について検証を行った。最終年度に埼玉県に

おいて関係機関を交えた図上演習を試み、現行制

度の課題について検証を行った。 

 

Ｄ．考察  

⚫ CBRNE 災害に対する国際的な動向にかかわ

る研究 

米国国防総省が主催する軍健康システム研究

シンポジウムに参加し、米国の最新の CBRN テロ

や脅威に関する報告を聴講した。昨年の会議では

イラク・アフガン戦における最も防ぎ得る死

(preventable death)が外傷性出血死であったことが

明確に定義され、これに対する 1:1:1 輸血などの

対処法がトッピクスであった。しかし、今年度は戦傷

者の大きな割合を占めかつ有効な治療法のない頭

部外傷(TBI)に関心が集まり、とくに mild TBI 後の

PTSD がトッピクスであった。戦場での救護から帰

国後の患者フォローに関心が移ってきている可能

性があると考えられた。 

米国国防危機削減庁主催し、生物テロを含む

CBRN テロに対して、いかに迅速な検知と適切な

医療対処を行うかを話し合う、生物化学防護に関

する科学技術会議(CBD S&T)に参加した。米国国

防危機削減庁は、主に CBRN 脅威への対処手段

の開発のための研究開発資金を全米の大学、企
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業に提供している機関であり、本学会はその成果

報告の場であるとも考えられた。会議全体を通し、

米本国での生物化学テロの脅威はあまり差し迫っ

たものではなく、医療対処を含めた基礎的な技術

革新に傾注しているようであった。すなわち、生物

化学テロの脅威は、シリアなどの中東と日本を含む

東アジアでの極めて深刻ではあるが地域に限局し

た脅威と考えているようであった。 

ドイツ連邦軍の放射線医学生物学研究所、 微

生物学研究所、薬理学・毒物研究所の３つ の研

究所は、ドイツ連邦軍医科大学校の付属機関であ

った。現在は衛生士官候補生のための教育課程、

士 官に対する軍事技術的な衛生教育を行う機関

だが、通常の医学部を卒業して入校するため、一

般の医学教育は行っていなかった。現在、３つの

研究所は、ドイツ連邦軍医科大学校と共にドイツ連

邦軍衛生局の直轄。ドイツは、日本と同様に第二

次世界大戦での敗戦を経験しており、現在は極め

て抑制的、理性的に CBRN Defense に特化した体

制を敷いており、参考となるところが大きいと考えら

れた。 

トランプ政権の国防予算の増額のためか、アメリ

カ合衆国における軍事医学研究が全体的に活発

化し、企業活動もこれに伴い活発化している。今回

の学会で分かった米軍衛生部門の最大の変化

は、1 時間の gorden hour から、72 時間生命の維

持をさせる Prolonged Field Care (PFC)へと関心や

研究対象が移ったことである。PFC では、現場での

集中治療の必要性が増大する。これはテロリストを

はじめとする小規模戦闘集団を想定しているので

はなく、正規軍との軍事衝突を想定しての戦略で

ある。そのため、今後、NBC 兵器への対処の必要

性が増大してくると考えられる。おそらくは、数年以

内に斬新的な NBC 兵器への対応策が提唱される

のではないだろうか。また、戦傷病救護に関して

は、ECLS（生体外生命維持装置）の開発など、負

傷した現場で如何に高度な医療処置を行うかに焦

点が移ってきている。また、前線の現場では SC-

LTOWB という冷蔵した低力価の O 型全血輸血が

かなり積極的に行われるようになっていた。mTBI

の診断キットやマラリア治療薬が認可されている。

CT で判別できない軽度の頭部外傷に対して、

UCH-L1 と GFAP の 2 つのマーカーを血中で測

定し診断するキット(Banyan kit)が FDA で認可され

たことは特筆に値する。 

組織編制に関しては今年の 10 月から始まる

DHA への統合運用が大きな事案である。既に軍

医の運用に関しては完全に統合がなされている

が、病院組織全体や研究所の予算管理まで DHA

に一括運用されるようになる。また、gene project の

ように NIH と協力して一般医学にも貢献していく動

きもあることが確認できた。 

米国ウオーターリード陸軍研究所、およびニュー

ジャージー工科大学等を訪問し、空気圧隔差に基

づいた大型の衝撃波発生装置（ブラストチューブ）

を視察し、日本における爆傷に対する救護体制に

ついて検討を行った。 

NCT Singapore SISPAT, CBRNe Asia and 

eXplosive Asia への参加により、毒性物質に対する

防護についての国際的知見の情報を収集し、日本

国内における毒性物質への防護体制について再

度検討を行った。 

米国の救護体制あるいは基礎医学研究につい

て見識を深めるために、インターネットから情報を

収集するとともに、米国保健医科大学(USU)、カナ

ダ・ エドモントン市アルバータ大学、さらにカナダ・

メディシンハット市の国防開発研究所を訪問し爆弾

テロの有識者および研究者と意見交換を行った。

その結果、日本におけるテロリズム等の不測の事

態が発生した際のシビリアンのための救急救護・医

療爆傷に対する救護体制は、いまだ確立していな

いと言って過言ではないと考えられた。銃創・爆傷

の多い米国では、Tactical Emergency Medical 

Support（TEMS）が有事・軍事における Tactical 

Combat Casualty Care（TCCC：戦術的戦傷救護）

のエビデンスに基づいて発展していた。TCCC や

TEMS において負傷者に救命処置を行うコレクショ

ンポイントは、通常ウオームゾーンにおかれるが、

日本における事態対処医療のコレクションポイント

は限りなくコールドゾーンに近いウオームゾーン（実
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質上、コールドゾーン）に設定するしかないものと思

料する。しかしながら、ホットゾーンからコレクション

ポイントまで負傷者の救護を担当する法的執行機

関はどこなのか、決まっていないのが現状と思われ

る。警察の特殊部隊は警護と援護を実施するもの

と考えられるが、現行では救護を担当する組織が

見当たらない。自衛隊は国内においてはこの任務

を担うことは、現時点では難しいものと考えられる。

すなわち、法的な制約および発生からの時間的な

制約から、自衛隊の第一線救護衛生員が国内の

テロに対処することは現状では厳しいものと思料す

る。2020 年にオリンピック・パラオリンピック開催を

控えて、この問題を議論して、万が一のための救護

体制を確立する必要があると考えられた。 

近年、化学剤（特に神経剤）曝露後の長期予後

が注目されており、日本が経験したサリン曝露患者

の長期予後に関する要望に応えるためにシンポジ

ウム「サリン暴露後の長期予後について」を企画し

た。合わせて、2020 年東京オリンピック・パラリンピ

ックに備えてシンポジウム「医療チーム（DMAT・救

急隊等）の CBRNE 教育について」を企画し、内外

の研究者や医師らによる発表と討論を行った。 

サリン事件被害者の長期予後に関して国内から

は 4 名の代表的な研究者が発表した。横山教授

（順天堂大学）は、サリンへの急性曝露によって脳

における島皮質よび周辺の灰白質の局所的な体

積の減少および偏桃体と海馬の体積が減少するこ

とを示して、脳神経の連絡が変化している可能性を

示唆した。また、これらの変化は曝露後急性期の血

清コリンエステラーゼ値と相関があり、サリンに特有

の変化である可能性が示唆された。シンポジウムで

発表された様々な研究内容は、一部は英文雑誌に

報告されているものの、海外の研究者には十分に

認知されておらず、日本からの情報発信の具体的

な成果として大きな価値があり、高い評価を受け

た。 

医療チームの CBRNE 教育については、共通の

課題として迅速・効率的なトリアージ、除染の適応と

方法、解毒薬等の使用、e-learning を含む教育の

ための方法論などが討議された。 

さらに、麻薬中毒(opioid addiction)と過量

(overdose)は世界中で死亡リスクおよび種々の合

併症のリスクを高める重大な要因となっていること

が、CEWG に参加してわかった。麻薬の処方の制

約が厳しくなっているにもかかわらず、米国ではす

べての中毒のうちの 66％を麻薬中毒が関与してい

た（2016 年）。特に違法マーケットで容易に入手可

能なフェンタニルとその誘導体（アナログ）の使用が

増加した。フェンタニル系薬物は容易に入手でき、

製造コストも安いことから北米では流行病のような

状態となっており、ヨーロッパのいくつかの国でもフ

ェンタニルに関連した死亡の増加が認められてい

る。フェンタニル系薬物は入手が容易で、過去の

無能力剤として用いられた歴史から、多数の死傷

者を生じる化学兵器として用いられる可能性があ

り、健康危機管理上の脅威として認識されている。

そのような背景から CEWG のワークショップが企画

された。フェンタニル系薬物では縮瞳が特徴的な

所見の 1 つであるが、これはサリン等の有機リン剤

の症状でも認められる。2018 年 3 月には第 4 世代

の神経剤であるノビチョクが使用されたことから、両

剤を適切に鑑別して早期に該当する解毒剤を投与

することができる体制を整備することが健康危機管

理の観点から非常に重要であると考えられた。 

WS の 7 つのテーマに関する討議を経て、フェン

タニル系薬物の人為的散布事案に適切に対処す

るための要点は、 

• 多機関での情報共有が非常に重要 

• 合成麻薬は処方薬や違法マーケットを含めたさ

まざまな経路で容易に入手可能 

• 新しい誘導体が大量に合成され入手可能 

• フェンタニルはエアロゾル化して散布される危

険性があり、呼吸器系を通じて体内に取り込ま

れる 

• 毒性が高く、入手と散布が容易なことから、多数

の傷病者事案となる可能性 

• 潜伏期が短いので迅速に治療介入することが

必要 

• うまく対応するには臨床的な洞察力が鍵 

• 多数傷病者への対応には、適切な防護装備と
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解毒剤を迅速に使用できる体制整備が必要 

• 効果的で、効率的な対応を行うには、事前に多

機関で緊急事態対応計画を立て準備をしてお

くことが必要、が挙げられる。 

近年、フェンタニル系薬物やノビチョクなど新し

い化学剤が開発されている。フェンタニル系薬物に

代表される Opioid を用いた化学テロの脅威は世

界的に増大している。 

Opioid はサリン等の有機リン剤と同様に縮瞳を

来すため、症状や治療に対する反応から両剤の早

期鑑別の重要性、また解毒薬である naloxone を早

期に投与できる体制の整備が不可欠であると考え

られる。 

本邦は大阪 G20 サミットを 6 月に控えている

が、化学テロ、特に Opioid を用いたテロ（多数傷病

者事案）に関する認識を改める必要があり、Opioid

に対する的確な対応手順の確立、すなわち、診断

手順の共有、防護服や解毒剤（naloxone）の整備、

組織間の連携構築と実務的な訓練、を行うととも

に、国際的な連携を深めることが重要であると考え

られた。 

 

 

⚫ CBRNE テロ、災害に対する国内ネットワークに

かかわる研究 

国内における NBC テロ対策の専門家によるネッ

トワーク会合を合計 6 回開催した。近年の各種大

量殺傷テロや要人等を狙った事案が頻発する不安

定な国際情勢の中、国際的大イベントを控えた本

邦における CBRNE テロの脅威の評価とその対処

法等について、医療従事者・研究者のみならず、

医療・消防・セキュリティ等の行政担当者や軍事関

連の専門家等が、それぞれの立場から討議・意見

交換を行えたことは非常に有意義であった。特に

オピオイドやノビチョクなどの新興の化学テロ脅威

については、本邦における知見が少ない状況の中

ではあるものの、国際的大イベントに向けた事前準

備が必要となるため、今後も海外の最新の知見・状

況を踏まえながら、各種対応手段（現場検知能力

の確保、迅速な投与が可能な拮抗薬の準備など）

の検討を進めるべきである。 

 

⚫ CBRNE テロ、災害の事例に関する研究 

パリ同時多発テロにおける調査では、現地災害

対応者から、パリ同時多発テロのみならず、その後

ニースで発生した花火大会テロ事件、スペイン地

下鉄テロ事件、フロリダにおけるテロ事件それぞれ

の災害対応を比較した形での情報提供を受けた。

その結果、パリでは、SAMU や事前計画による

C&C が機能していたこと、またフランスは外傷救

急、特に爆傷・銃創に対する医療・病院側の理解、

文化が非常に進んでいること、また国主導で様々

な計画・方策が練られていることがわかった。医療

者がテロ現場で対応を実行していることはわかった

が、危険領域での救命活動や病院での安全確保

には課題あることが考えられた。ベルギーにおける

同時多発テロについては、事件当時に対応を行っ

た政府機関関係者、及び、テロ対応を行った救急

機関の指令センター等を訪問し、それぞれの対応

者から情報を得た。その結果、ベルギーでは、事

前計画とそれを柔軟に運用でき、かつ強力な現場

マネジメントが必要であることが示された。また、外

傷救急（特に爆傷・銃創）に対する、現場から根本

治療までの理解と共有が進んでいること、さらに国

主導での病院前・病院計画の方針作成が行われ

ていることなどがわかった。しかし、パリでの調査と

同様に、危険領域での救命活動や医療活動を行

っていることは確認できたが、現場や病院の安全

確保に課題があることが見受けられた。 

CBRNE で使用される爆弾そのものによって引き

起こされる身体損傷については、爆弾による物理

的な損傷に関する資料を収集し取り纏めた。 

今後の課題としては、これら海外の事例から、国

内の事例についても応用可能な教訓を整理するこ

とが必要である。さらに伊勢志摩サミットへの対応

等から、準備可能なイベント等における対応に応用

可能な教訓を整理するとともに、準備できないイベ

ントに対する応用可能な教訓も整理する必要があ

る。 

爆弾等に身体損傷については、CBRNE に関連
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した爆弾テロを鑑み、爆弾内に仕込まれる可能性

のある、化学剤（特に神経剤やビラン剤）、生物剤、

放射性物質等についての調査が必要であり、その

際に、諸外国の対策についても調査を行う必要が

あると考えられた。 

放射線分野における事故やテロ対応に関係する

国内外の指針、ガイドラン、関連する技術の開発の

動向等の情報を同定、収集、分析し、2017 年 6 月

6 日に茨城県大洗町で起きたプルトニウム等による

体内被ばく事故の事例を国際誌にて情報を国際

発信した。  

この事故から、内部被ばく特にプルトニウム等ア

クチニドによる内部被ばくに関して、開口部に汚染

が検出されなくともその治療薬 diethylenetriamine-

pentaacetate (DTPA) 投与が診断に結び付く可能

性（診断的投与）が示された。これまでに原子力施

設での事故・災害対策の他に、テロ災害に関する

マニュアル、ガイドライン等が国際機関や諸外国で

作成されているが、頻度の高い事象を対象としたも

のが多い。原子力規制庁は、「安定ヨウ素剤の配

布・服用に当たって」の改正に向け、平成 31 年 3

月に報告書をまとめた。国際原子力機関(IAEA)は

他の国際機関とともに、内部被ばくが起きた時の医

療処置のために、Medical Management of Persons 

Internally Contaminated with Radionuclides in a 

Nuclear or Radiological Emergency を刊行した。頻

度が少ないテロ・災害に対する関係機関の相互理

解、共通認識が必要である。このために放射線テロ

対策として、事故の分析、薬剤の備蓄、病院前医

療体制の整備、研修、訓練のさらなる充実が図ら

れるべきであると考えられた。 

テロ対応について多くの実働経験のあるイスラエ

ルでは、ポリシーを持ってテロ対処されていた。「テ

ロが起こっても被害を最小限に止め、なるべく早く

テロ発生前の状態に現場と社会を復帰させる」が

重要とされていた。従ってテロが発生しても被害を

最小限に止めるために、以下の４つが行われてい

た。①２０分以内に現場から全ての傷者を搬送す

る。②１時間以内に傷病者は病院で治療が開始さ

れる。③警察による現場検証は３時間以内に終了

し、３時間後には交通規制等は解除されてテロ発

生前の状態に戻す。④１週間以内に破壊された壁

や建物等の修復を終了する。 

もし、本邦でテロが発生した場合、マスコミは、長

期にわたって報道を行い、国民のレジディエンスを

低下させる可能性があると考えられ、テロ現場は警

察の管理の下、長期にわたって保存され、マスコミ

はそのテロ現場を繰り返し国民の目に触れさせるこ

とになる可能性があると考えらえる。今後、テロ対策

教育を十分に行っていくことが必要であると考えら

れる。 

 

⚫ 厚生労働省国民保護計画の課題と対応に関

する研究 

厚生労働省より発出された東日本大震災及び熊

本地震に関する通知・事務連絡等を収集・比較・分

析した結果、類似文書については、ほぼ同様の内

容のものが多かったが、医療従事者等の派遣費用

の取り扱いについては、東日本大震災時に課題と

なった内容について、熊本地震では追加・変更が

行われていた（但し、公衆衛生活動については「感

染症対策」についての記載のみ）。一方で、東日本

大震災でのみ発出された文書については、その内

容の多くは東日本大震災以降に行われた災害対

策基本法等の改正等に盛り込まれており、熊本地

震の際にはこれを根拠としていたため文書発出が

不要となったと考えられた。このように、現行でもあ

る程度は事態毎の内容変更・整合性の確保は行わ

れているが、より重篤な事態に向けた公衆衛生活

動の体制の確保や、積極的な災害救助法の弾力

運用の実施及び必要に応じた法改正等、柔軟で

幅広い対応が必要だと考えられた。 

平成 29 年度においては、国民保護計画のうち、

CBRNe テロへの対応について、どの範囲まで実行

可能で、どこが課題かについて検証を行った。この

中で、特に未整備となっているのは、H-CRISIS を

用いた都道府県との情報交換機能である。一方、

健康危機情報の収集・提供（http://h-

crisis.niph.go.jp/?cat=18）を平成 28 年度より開始

するとともに、生物テロに関する情報についてもﾊﾞｲ
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ｵﾃﾛ対応ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（http://h-

crisis.niph.go.jp/bt/）の運用を開始した。一方で、

アメリカ国立医学図書館は、物質の特性と被害者

の臨床症状をデータベース化することで物性

（Properties）、臨床徴候（Symptoms）等から物質を

絞り込める WISER(Wireless Information System for 

Emergency Responders)を構築した。わが国におい

ても経済産業省が生理学的薬物動態モデル、遺

伝子・細胞内タンパク質の変動、ネットワーク構造

解析より得られたデータからディープラーニングに

より未知物質の毒性を予測する次世代型安全性予

測手法の開発に着手したところであり、これらの活

用あるいは連携が期待される。 

炭疽菌を用いた生物テロが発生したと仮定して、

県、市町村、医療機関、医師会等を交えた図上演

習プログラムを作成し実施した。図上演習におい

て、①疫学調査と検出、②診断と調査、③保健所

管内の調整、④リスク・コミュニケーション、⑤疾病

管理の５つの視点から対応を検証した。この中で、

仮に炭疽菌感染症であったとして、１例の発生で適

切に保健所から県庁に報告があがるのか。４類感

染症としての扱いから、どの時点で国民保護計画

への切り替えがなされるのかについて具体的な国

と自治体の連携の枠組みが必要との指摘を得た。

また、医療機関においては、行政への患者情報の

提供に際して、感染症法下では提供できる個人情

報の範囲に制限があり、あらかじめ弾力的なサー

ベイランスに協力するための枠組みが必要との指

摘があった。患者が複数発生した場合への対応と

して、医療機関に疑い症例が集中すると医療機関

の対応能力が低下することから、市町村側の対応

として安易に受診を誘導するのではなく、適切な対

応窓口を設けることで、住民のパニックの回避を検

討する必要性が示唆された。とりわけ、リスク・コミュ

ニケーションの立場から、情報のメディアへの公開

については、県で一本化すること、関係機関間で

の情報の確認と共有を図ることが必要との結論を

得た。 

一方で、救急医療の現場において外国人患者

に対する問診が円滑に行われる必要がある。英語

圏については、対応可能であるが、その他の言語

への対応が難しく、自動翻訳装置の普及が期待さ

れる。救急においては、自動翻訳装置の普及が進

められているが、生物テロ案件においては、医療の

みならず生活まで聞き出す必要があることから、さ

らなるトレーニングの必要性が示唆された。今年度

は、国民保護計画のうち、生物テロへの対応につ

いて、法的な枠組みの検証以前に、平時の取組を

どの時点で国民保護計画に切り替えるかという点

については、平時から情報が医療機関から衛生部

局に流れる仕組みの構築が不可欠であると考えら

れた。とりわけ、県及び市町村においては、衛生部

局と危機管理部局における情報提供と共有が重要

であることが再認識された。自治体における生物テ

ロへの対応に関する知識、認識については、さらな

る向上が必要であるとされた。一方で、演習を行う

ことで自治体と国の関係性について、どのタイミン

グで国民保護計画に切り替えるか、根拠を見出す

ことができた。 

 

Ｅ．結論 

CBRNE 災害に対する国際的な動向にかかわる

研究では、海外からの情報を多く収集した結果、日

本におけるテロリズム等の不測の事態が発生した

際のシビリアンのための救急救護・医療爆傷に対

する救護体制は、いまだ確立していないと言って過

言ではないことから、2020 年にオリンピック・パラオ

リンピック開催を控えて、この問題を議論して、万が

一のための救護体制を確立する必要があると考え

られた。 

CEWG のワークショップにおいて、フェンタニル

系薬物やノビチョクなど新しい化学剤の開発、さら

に Opioid を用いた化学テロの脅威は世界的に増

大していることがわかっている。本邦は大阪 G20 

サミットを 6 月に控え、化学テロ、特に Opioid を用

いたテロ（多数傷病者事案）に関する認識を改める

必要があり、Opioid に対する的確な対応手順の確

立、すなわち、診断手順の共有、防護服や解毒剤

（naloxone）の整備、組織間の連携構築と実務的な

訓練を行うとともに、国際的な連携を深めることが
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重要であると考えられた。 

CBRNE テロ、災害に対する国内ネットワークに

かかわる研究では、国際的イベントを控えた本邦に

おける CBRNE テロの脅威の評価とその対処法等

について、医療従事者・研究者のみならず、医療・

消防・セキュリティ等の行政担当者や軍事関連の

専門家等が、それぞれの立場から討議・意見交換

を行い、特にオピオイドやノビチョクなどの新興の

化学テロ脅威については、本邦における知見が少

ない状況の中ではあるものの、国際的イベントに向

け、各種対応手段の検討を進めるべきであると考

えられた。 

CBRNE テロ、災害の事例に関する研究では、放

射線分野に関係する国内外の指針、ガイドラン、関

連する技術開発の動向等の情報を同定、収集、分

析し、頻度が少ないテロ・災害に対する関係機関

の相互理解、共通認識が必要であると考えられた。

このために放射線テロ対策として、事故の分析、薬

剤の備蓄、病院前医療体制の整備、研修、訓練の

さらなる充実が図られるべきである。 

厚生労働省国民保護計画の課題と対応に関す

る研究では、炭疽菌を用いた生物テロが発生したと

仮定した図上演習プログラムを作成し実施した。リ

スク・コミュニケーションの立場から、情報のメディア

への公開については、県で一本化すること、関係

機関間での情報の確認と共有を図ることが必要と

の結論を得た。国民保護計画のうち、生物テロへ

の対応について、法的な枠組みの検証以前に、平

時の取組をどの時点で国民保護計画に切り替える

かという点については、平時から情報が医療機関

から衛生部局に流れる仕組みの構築が不可欠で

あると考えられた。  

自治体における生物テロへの対応に関する知

識、認識については、さらなる向上が必要であると

された。一方で、演習を行うことで自治体と国の関

係性について、どのタイミングで国民保護計画に切

り替えるか、根拠を見出すことができた。 
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